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端数処理

表示単位未満を四捨五入しています。端数調整をしていないため、合計と
一致しない場合があります。また、表示単位未満に端数がある場合「0」と表
示し、計数がないときは「－」を表示しています。



本冊子は、平成２９年１０月に公表しました「財政状況レポート」の追録
です。
平成２９年１０月に公表しました「財政状況レポート」は、一般会計等及

び全体財務書類について解説していますが、本冊子では、平成２８年
度決算に基づく連結財務書類の解説となっています。
「連結財務書類」は、市と連携して行政サービスを実施している関連

団体の会計を既に公表済みの「全体財務書類」に加えたものです。

※１ 下水道事業特別会計及び農業集落排水処理施設事業特別会計分は、平成３２年度
から公営企業法の一部適用（財務適用）を予定していることから、平成３２年度決算分から対
象となります。

１ はじめに

区分 会計名等

連
結

全
体

一
般
会
計
等

一般会計

三ケ峯台団地汚水処理事業特別会計

南山エピック団地汚水処理事業特別会計

五色園団地汚水処理事業特別会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

下水道事業特別会計（※１）

農業集落排水処理施設事業特別会計（※１）

愛知中部水道企業団

日東衛生組合

尾三衛生組合

尾三消防組合

愛知県後期高齢者医療広域連合

愛知県市町村職員退職手当組合

尾張土地開発公社

日進アシスト株式会社
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資産の部

全体 連結 比較

１ 固定資産 92,482 112,962 20,480

有形固定資産 88,807 105,303 16,496

事業用資産 50,189 53,462 3,273

インフラ資産 38,579 51,282 12,703

物品 39 559 520

無形固定資産 298 320 22

投資その他の資産 3,377 7,339 3,962

投資及び出資金 21 69 48

長期延滞債権 430 439 9

基金 2,139 6,757 4,618

徴収不能引当金 ▲ 51 ▲ 51 -

その他 838 124 ▲ 714

２ 流動資産 4,818 7,471 2,653

現金預金 2,413 4,686 2,273

未収金 211 382 171

基金 2,219 2,393 174

うち財政調整基金 2,206 2,380 174

徴収不能引当金 ▲ 26 ▲ 30 ▲ 4

【資産合計】 97,300 120,434 23,134

負債の部

全体 連結 比較

１ 固定負債 11,268 16,413 5,145

地方債 11,052 11,999 947

退職手当引当金 - 4,095 4,095

損失補償等引当金 - - -

その他 216 319 103

２ 流動負債 1,875 2,530 655

１年内償還予定地方債 1,166 1,313 147

未払金 - 317 317

賞与等引当金 243 325 82

預り金 380 462 82

その他 85 112 27

【負債合計】 13,143 18,944 5,801

純資産の部

全体 連結 比較

純資産合計 84,157 101,490 17,333

【負債及び純資産合計】 97,300 120,434 23,134

（単位：百万円）

２ 平成２８年度連結財務書類

連結貸借対照表
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連結行政コスト計算書

科目 全体 連結 比較

① 経常費用(A) 33,795 42,282 8,487

１ 業務費用 13,235 16,487 3,252

人件費 3,963 5,246 1,283

職員給与費 3,469 4,646 1,177

賞与等引当金繰入額 243 310 67

退職手当引当金繰入額 - 7 7

その他 251 284 33

物件費等 8,830 10,533 1,703

物件費 5,834 6,686 852

維持補修費 207 444 237

減価償却費 2,788 3,402 614

その他 - 1 1

その他の業務費用 442 708 266

支払利息 187 218 31

徴収不能引当金繰入額 55 55 0

その他 200 435 235

２ 移転費用 20,560 25,795 5,235

補助金等 15,301 12,333 ▲2,968

社会保障給付 4,603 12,798 8,195

他会計への繰出金 651 651 -

その他 5 12 7

② 経常収益（B) 1,470 3,335 1,866

使用料及び手数料 554 2,274 1,720

その他 916 1,062 146

③ 純経常行政コスト（C)=（B)-(A) ▲ 32,325 ▲ 38,947 ▲6,622

④ 臨時損失(D) 10 10 0

⑤ 臨時利益（E) 42 50 8

⑥ 純行政コスト（F)=（C)-(D)+(E） ▲ 32,293 ▲ 38,907 ▲6,614

（単位：百万円）

連結純資産変動計算書

科目 全体 連結 比較

前年度末純資産残高 83,217 100,022 16,805

① 純行政コスト（△） ▲ 32,293 ▲ 38,907 ▲ 6,614

② 財源 32,544 39,674 7,130

税収等 25,848 26,042 194

国県等補助金 6,696 13,632 6,936

③ 本年度差額 251 768 517

⑤ 資産評価差額 - - -

⑥ 無償所管換等 689 715 26

⑦ その他 0 ▲ 15 ▲ 15

本年度純資産変動額 940 1,468 528

本年度末純資産残高 84,157 101,490 17,333

（単位：百万円）
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連結資金収支計算書

科目 全体 連結 比較

１ 業務活動収支 2,999 3,945 946

（１）業務支出 30,932 38,735 7,803

① 業務費用支出 10,372 12,940 2,568

人件費支出 3,985 5,260 1,275

物件費等支出 6,048 7,094 1,046

支払利息支出 187 218 31

その他の支出 152 368 216

② 移転費用支出 20,560 25,795 5,235

補助金等支出 15,301 12,333 ▲ 2,968

社会保障給付支出 4,603 12,798 8,195

他会計への繰出支出 651 651 -

その他の支出 5 12 7

（２）業務収入 33,930 42,679 8,749

税収等収入 25,824 25,829 5

国県等補助金収入 6,637 13,492 6,855

使用料及び手数料収入 554 2,274 1,720

その他の収入 916 1,084 168

③ 臨時支出 - - -

④ 臨時収入 - - -

２ 投資活動収支 ▲ 1,386 ▲ 1,409 ▲ 23

（１）投資活動支出 1,617 2,803 1,186

公共施設等整備費支出 806 1,856 1,050

基金積立金支出 680 787 107

投資及び出資金支出 10 38 28

貸付金支出 120 120 0

その他の支出 - - -

（２）投資活動収入 230 1,394 1,164

国県等補助金収入 59 140 81

基金取崩収入 9 71 62

貸付金元金回収収入 120 120 0

資産売却収入 42 891 849

その他の収入 - 172 172

３ 財務活動収支 ▲ 1,173 ▲ 1,224 ▲ 51

（１）財務活動支出 1,289 1,458 169

地方債償還支出 1,156 1,307 151

その他の支出 132 150 18

（２）財務活動収入 116 234 118

地方債発行収入 116 234 118

その他の収入 - - -

４ 本年度資金収支額 440 1,313 873

５ 前年度末資金残高 1,593 2,986 1,393

６ 本年度末資金残高 2,033 4,298 2,265

７ 本年度末歳計外現金残高 380 388 8

８ 本年度末現金預金残高 2,413 4,686 2,273

（単位：百万円）
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平成２８年度末時点の人口（８９，００９人）一人あたりの資産・負債・
純資産額は以下のとおりです。

連結ベースでの人口一人あたりの資産・負債・純資産額は、いずれも
全体ベースに比べて１．２倍から１．４倍となっています。
資産の増加分は、水道事業を行っている愛知中部水道企業団を連

結したことなどにより、インフラ資産が増加したことなどによるものです。
負債の増加分は、資産と同様に愛知中部水道企業団を連結したこと

などにより、水道事業のインフラ資産整備に伴う地方債が増加したことに
などよるものです。
また、愛知県市町村退職手当組合を連結したことにより、退職手当引

当金が増加しています。

３ 連結財務書類の分析

人口１人あたりの資産額等

資産 負債 純資産

一般会計等 １０８万円 １５万円 ９３万円

全体 １０９万円 １５万円 ９４万円

連結 １３５万円 ２１万円 １１４万円

資産に占める有形固定資産の割合

割合

一般会計等 ９２．４％

全体 ９１．３％

連結 ８７．４％

資産に占める有形固定資産の割
合は、右図のとおりです。
一般会計等及び全体ベース比べ

て、連結ベースの数値が減少してい
ます。これは、連結団体の有形固定
資産が増加したものの、愛知県市町
村退職手当組合をはじめとする基金
等が大幅に増加したことによるもので
す。
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有形固定資産減価償却率

有形固定資産の行政目的別比率

比率

一般会計等 ５５．５％

全体 ５５．５％

連結 ５５．１％

償却資産の取得からの経過年数
を指標化した有形固定資産減価償
却率は、右図のとおりです。
一般会計等及び全体ベース比べ

て、連結ベースの数値が減少してい
ます。これは、連結団体うち、償却資
産の保有量の多い水道事業を連結

有形固定資産の行政目的別比率は以下のとおりです。

生活ｲﾝﾌﾗ
・国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

一般会計等 ４１．３％ ２８．３％ ４．９％ ０．６％ １６．１％ ０．１％ ８．６％

全体 ４１．３％ ２８．３％ ４．９％ ０．６％ １６．１％ ０．１％ ８．６％

連結 ４７．０％ ２３．９％ ４．１％ ３．２％ １３．６％ ０．９％ ７．２％

したことにより、水道事業単体の有形固定資産減価償却率が、一般会
計等及び全体ベースに比べて低かったことなどによるものです。

一般会計等から全体ベースは、資産の増加が無かったことから同比
率となっていますが、連結ベースでは、生活インフラ・国土保全が、水道
事業を連結したことにより割合が増加しています。
また、環境衛生及び消防については、一般廃棄物処理を行っている

尾三衛生組合、し尿処理事業を行っている日東衛生組合、常備消防
を担っている尾三消防組合を連結したことにより、割合が増加しています。

社会資本等形成の世代間負担比率

比率

一般会計等 １３．７％

全体 １３．７％

連結 １２．６％

有形及び無形固定資産に占める
地方債等の割合を示す社会資本
等形成世代間負担比率は、右図の
とおりです。連結ベースでは、地方
債の増加割合以上に資産が増加し
ていることから、一般会計等に比べ
減少しました。
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人口１人あたりの経常行政コスト

受益者負担率

金額

一般会計等 ２５８千円

全体 ３８０千円

連結 ４７５千円

平成２８年度末時点の人口（８９，
００９人）一人あたりの経常行政コスト
は、右図のとおりです。
一般会計等に、国民健康保険事

業、後期高齢者医療保険事業、介
護保険事業を加えた全体べースで
は、一般会計等と比較して約１．５倍
となっています。
また、連結ベースでは、水道事業、一般廃棄物処理事業、し尿処理

事業、消防事業を加えたことなどにより、全体ベースと比較して約１．３倍
となっています。

比率

一般会計等 ６．２％

全体 ４．３％

連結 ７．９％

経常費用に占める使用料及び手
数料などの経常収益の割合を示す
受益者負担率は右図のとおりです。
一般会計等と全体ベースを比較

すると、全体ベースのほうが減少して
います。これは、国民健康保険事業、
後期高齢者医療保険事業、介護
保険事業に要する経常費用が加わったものの、各保険料については、
純資産変動計算書に計上されることとなるため、減少しています。
一方で、連結ベースでは、一般会計等及び全体ベースより増加して

いますが、これは、水道事業の使用料が加わったことなどによるものです。
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コラム①

人口一人あたりの連結財務書類

平成２８年度人口一人あたりの連結財務書類は、以下のようになりま
す。人口は平成２９年１月１日現在の住民基本台帳の人口８９，００９人
を用いています。

資産の部 負債・純資産の部

有形・無形固定資産 １，１８７千円 負債 ２１３千円

その他固定資産（投資、基
金等）

８２千円
純資産 １，１４０千円

流動資産 ８４千円

資産合計 １，３５３千円 負債・純資産合計 １，３５３千円

人件費 ５９千円

物件費等 １１８千円

うち減価償却費 ３８千円

その他業務費用（支払利息等） ８千円

移転費用（補助費等） ２９０千円

経常費用（A) ４７５千円

経常収益（B) ３７千円

純経常行政コスト（C)=（A)‐(B) ４３８千円

臨時利益－臨時損失（D) １千円

純行政コスト（C)‐（D) ４３７千円

前年度末純資産 １，１２４千円

純行政コスト ▲４３７千円

財源 ４４６千円

その他増減 ７千円

今年度末純資産 １，１４０千円

業務支出 ４３５千円

業務収入 ４７９千円

投資活動支出 ３１千円

投資活動収入 １６千円

財務活動支出 １６千円

財務活動収入 ２千円

１年間の収支 １５千円

前年度末残高 ３３千円

今年度末残高 ４８千円

【貸借対照表】

【行政コスト計算書】

【純資産変動計算書】

【資金収支計算書】
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